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総務部財政課  

 
 
 
 
 
 
 
 予算案の主な概要  
１ 補正予算の規模  
  補正前 ３８６億１,２９７万７,０００円 

  補正額   ８億２,５２６万４,０００円（２.１４％増） 

  補正後 ３９４億３,８２４万１,０００円 

 
２ 補正予算の主な内容  
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】  
木津川市くらし応援給付金 ５０６,７３４千円皆増 

市民一人あたり６千円を支給 

 
【物価高対応子育て応援手当】  
物価高対応子育て応援手当 ３１８,５３０千円皆増 

児童一人あたり２万円を支給 

  

 令和７年度補正予算第７号は、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」な

ど、国からの補助金を活用し、エネルギー・食料品価格等の高騰の影響を受けた

市民を支援するとともに、物価高の影響を強く受けている子育て世帯を力強く支

援するため、物価高対応子育て応援手当を支給する予算を計上するもの。 

 
令和７年度一般会計補正予算第７号附属資料  

令和７年度木津川市一般会計補正予算第７号について（概要） 



令和７年度　木津川市一般会計補正予算第７号【概要】

38,612,977千円     

825,264千円         

39,438,241千円     

総務費国庫補助金 506,734千円            

民生費国庫補助金 318,530千円            

補 正 前 予 算 額

補 正 予 算 額

補 正 後 予 算 額

歳 入

款 概 要

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金：506,734千円増（1,024,999千円）
　※木津川市くらし応援給付金支給事業費の財源として

物価高対応子育て応援手当支給事業費国庫補助金：314,000千円皆増
物価高対応子育て応援手当支給事務費国庫補助金：4,530千円皆増
　※物価高対応子育て応援手当及び事務費の財源として　補助率10/10

15 国 庫 支 出 金

－ 2 － 



　令和７年度一般会計補正予算第７号　部局別施策の概要

（単位：千円）

科　　　　　目 款 項 目

所　　　　　管

事　　　　　業 予算書

市 総 合 計 画
（ 基 本 計 画 ）
の 位 置 付 け

事 業 期 間

予算額の概要

補　正　前

補　正　額

補　正　後

事 業 内 容
（施策の目的・
対象・方法等）

主な特定財源

企画戦略部

補正予算　施策の概要

その他 一般財源本年度予算額 国庫 府

総務費 総務管理費 くらし応援給付金費

企画戦略部　デジタル推進課

3942 木津川市くらし応援給付金支給事業費 Ｐ13

市債

令和７年度 新規・継続 新規

【木津川市くらし応援給付金】
　エネルギー・食料品価格等の高騰の影響を受けた市民を支援するため、一人あたり6千円を支給する。

〔支給内容〕
　［支給対象者］　住民基本台帳に登録のある世帯主
　［支給金額］　　 市民一人あたり6千円
　　　　　　　　　　　（積算　７９,５００人×6千円＝477,000千円）
　［支給方法］　　 令和２年の特別定額給付金以降の給付金などで登録された口座に振込

〔今後のスケジュール（予定）〕
　令和７年１２月　　 制度詳細設計
　令和８年　１月～　支給対象者に対する案内通知
　令和８年　２月　　 初回振込

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金：506,734千円

506,734 506,734

506,734 506,734

－ 3 －



（単位：千円）

科　　　　　目 款 項 目

所　　　　　管

事　　　　　業 予算書

市 総 合 計 画
（ 基 本 計 画 ）
の 位 置 付 け

事 業 期 間

予算額の概要

補　正　前

補　正　額

補　正　後

事 業 内 容
（施策の目的・
対象・方法等）

主な特定財源

こども未来部

補正予算　施策の概要

318,530 318,530

【物価高対応子育て応援手当】
　物価高の影響を強く受けている子育て世帯を力強く支援し、こどもたちの健やかな成長を応援するため、対
象児童一人あたり2万円を支給する。

〔支給内容〕
　［支給対象者］
　　 （１）令和７年９月分（令和７年９月に出生した児童については、令和７年１０月分）の児童手当の受給者
  　 （２）令和７年９月３０日の翌日から令和８年３月３１日までに出生した児童の父母等
     ※（１）（２）ともに公務員受給者も含む
　［支給対象児童］　平成１９年４月２日から令和８年３月３１日までに生まれた児童
　［支給金額]　対象児童一人あたり2万円

〔今後のスケジュール（予定）〕
　令和７年１２月　児童手当受給者に対する案内通知（※公務員受給者に対しては、各所属庁から勧奨予定）
　令和８年　１月　申請受付開始・振込開始
　令和８年　３月　再勧奨通知

物価高対応子育て応援手当支給事業費国庫補助金：314,000千円　物価高対応子育て応援手当支給事務
費国庫補助金：4,530千円

2,331,287 1,926,306 194,191 210,790

一般財源

2,012,757 1,607,776 194,191 210,790

3830

【基本方針１　ともに「学び」「喜び」「成長し」未来を生きるこどもを育むまちづくり】
　政策分野１　子育て　施策①子育て支援

新規・継続 継続

その他

民生費 児童福祉費 児童手当費

こども未来部　こども未来課

児童手当支給事業費 Ｐ13

本年度予算額 国庫 府 市債

－ 4 －



【参考】

1
学校給食費物価高騰対応
事業

食料品等の物価高騰の影響による
学校給食費高騰分を市が負担する
ことで、保護者負担を軽減する。

【3777】木津川市学校給食センター
管理運営事業費
（学校教育課）

学校給食費物価高騰対応補助金 当初 66,115 66,115 0

2
保育所等物価高騰対策事
業

副食費の食材費高騰分を支援する
ことにより、利用者及び事業者の負
担を軽減し、良好な保育サービスを
継続できる環境を整える。

【3843】特定教育・保育施設運営補
助事業費
【2249】私立幼稚園利用給付事業費
（保育幼稚園課）

特定教育・保育施設運営補助金
就園諸費補助金

当初 10,974 10,974 0

3
コミュニティバス利用者支
援事業

コミュニティバスの運賃を半額とする
ことで、物価高騰等に伴う家計への
支援及びコミュニティバスによる外出
を促進する。

【109】地域公共交通事業費
（学研企画課）

コミュニティバス運行負担金 補正３号 8,923 8,000 0

4 プレミアム商品券事業

市民対象、市内店舗限定としたプレ
ミアム商品券を発行することにより、
物価高騰等に伴う家計への支援及
び市内店舗での購入促進を図る。

【1701】商工業振興事業費
（観光商工課）

キャッシュレス決済販売促進委託料 補正３号 25,500 22,900 0

5 高齢者移動支援事業

６５歳以上の市民に対し、タクシー乗
車又はガソリン購入に利用できる利
用券を配付することにより、高齢者
の生活及び移動を支援する。

【3930】高齢者移動支援事業費
（高齢介護課）

印刷製本費
通信運搬費
口座振込手数料
高齢者移動支援助成費

補正３号 48,394 43,500 0

6 若者応援給付事業

１６歳から２２歳までの市民に対し、
図書カードネットギフトを配付するこ
とにより、次代を担う若者の読書・学
習活動を支援する。

【3929】若者応援給付事業費
（こども未来課）

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
機器借上料

補正３号 37,240 33,500 0

7
公共交通・福祉輸送確保
維持支援金事業

地域住民の移動手段のうち特に市
民の生活に密接するバス・タクシー
等事業者に対して、持続可能な公
共交通及び福祉輸送事業の維持を
目的として支援する。

【109】地域公共交通事業費
（学研企画課）

公共交通・福祉輸送確保維持支援
金

補正５号 16,090 14,595 0

8
地域福祉推進事業
（一人暮らしの高齢者等歳
末たすけあい事業）

木津川市社会福祉協議会が、日常
の見守り活動の一環として実施する
「おせち料理」の配付に加え、一人
暮らしの高齢者等に対して、日常生
活用品等を追加で配付する。

【609】社会福祉協議会補助事業費
（社会福祉課）

地域福祉推進事業費補助金 補正５号 6,050 5,488 0

9 農業持続化支援事業
物価高騰の影響を受けた農業者・
農業法人を支援するため、販売金
額に応じた補助金を給付する。

【3807】農業総務事務事業費
（農政課）

事務取扱手数料
木津川市農業用資材等物価高騰対
策給付金

補正５号 22,781 20,665 0

10
木津川市くらし応援給付
金支給事業

くらし応援給付金を支給することで、
エネルギー・食料品価格等の高騰
の影響を受けた市民を支援する。

【3942】木津川市くらし応援給付金
支給事業費
（デジタル推進課）

職員手当
消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
口座振込手数料
給付金窓口業務委託料
くらし応援給付金

補正７号 506,734 0 506,734

748,801 225,737 506,734

1 不足額給付金支給事業

　令和６年度に実施した定額減税を
しきれないと見込まれる方への調整
給付の支給額と本来給付すべき所
要額に差額が生じた場合や、本人・
扶養親族等として定額減税の対象と
ならず、新たな経済に向けた給付
金・定額減税一体措置の上で低所
得者向け給付対象でない場合など
に不足額給付金を支給する。

【3931】
不足額給付金支給事業費
（デジタル推進課）

定額減税補足給付金
事務費

補正４号 292,528 292,528 0

292,528 292,528 0

1,041,329 518,265 506,734

小　　　計

小　　　計

合　　　計

　【低所得世帯支援枠等】
（単位：千円）

№ 交付対象事業名 事業概要
予算事業名
（所管課）

事業経費 事業費 既充当額 ７号補正額

７号補正額

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧

　【推奨事業メニュー】
（単位：千円）

№ 交付対象事業名 事業概要
予算事業名
（所管課）

事業経費 事業費 既充当額
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